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 「会うこと」の権利性とその保障 





禍」） 1） 。2021年 2月 165現在，その感染者数は日本国内で約 41万人［厚生労働省 2021a］，死亡者






サービス関連施設の感染者 73人，死亡者 18人（2020年 5月 1日発表）［朝日新聞 2020a］，札幌市





















 　2020年 3月に全国老人福祉施設協議会が行ったアンケート調査では，回答した 139施設のうち 9
割が面会制限を設けており，このうち 4割は緊急時の面会も認めていない［読売新聞 2020b］。また，
広島大学の石井教授（老年医学）および日本老年医学会などが 2020年 6～ 7月にオンラインで実
施した調査によると，回答した医療・介護施設 945施設および介護支援専門員 751人のうち，施設





る。まず，2020年 3月 26日，新型インフルエンザ等対策特別措置法 14条に基づき（同法附則第 1
条の 2第 1項及び第 2項の規定により読替適用），新型コロナウイルス感染症のまん延のおそれが
高いことが，厚生労働大臣から内閣総理大臣に報告され，同日に，同法第 15条第 1項に基づき政
府対策本部（新型コロナウイルス感染症対策本部）が設置された。政府対策本部から発出された令
和 2年 3月 28日付（5月 25日最終変更）「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（以
下「基本的対処方針」）にて「医療機関及び高齢者施設等において，面会者からの感染を防ぐため，
面会は緊急の場合を除き一時中止すべきこと」が出されている。 











ついて』（令和 2年 5月 15日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室事務連絡），「障害者支援




























資料出所：令和 2年 10月 15日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡「社会福祉施設等における感染拡
大防止のための留意点について（その 2）（一部改正）」3―4頁。
 　さらに，令和 2年 11月 24日付厚生労働省老健局高齢者支援課ほか連名事務連絡「高齢者施設に
おける感染拡大防止対策の再徹底について」では，上記令和 2年 4月 7日付と令和 2年 10月 15日
付の両事務連絡の再周知が図られている。 
 （3）オンライン面会の活用 
























































































































健規則に十分に配慮しなければならない」とされている［棟居 2020：47］5） 。 
 　これらを踏まえWHOは「COVID ― 19への対応の要としての人権への取り組み 2020年 4月 21日
版（Addressing Human Rights as Key to the COVID ― 19 Response 21 April 2020）」を発出し，「個人
の健康，権利，自由を促進させるために，そのような制限措置が，感染症疾患の拡大を抑制するた
めに必要であることを国が示すことが人権上必要である。制限を課すための最初の理論的根拠が既



























つの基準は，2008年のWHOのワーキングペーパー（Addressing Ethical Issues in Pandemic Influenza Planning.）
であり，公衆衛生上の必要性，手段が合理的かつ効果的であること，制限と効果の釣り合いが取れていること，分
















































る社会福祉全体に突きつけられた課題とも言いうるのである 10） 。 
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 An Introductory Consideration on Guarantee the Right of 
Visits to the Elderly 
 Madoka MIWA 
 要　　約 
 　新型コロナウイルス感染症の感染拡大は，私たちの日常から「あたり前」を奪っていった。本稿は，
介護施設において「あたり前」であった家族等との面会について，高齢者への面会制限の現状や根拠
を整理した上で，「会うこと」の権利性およびその保障について概観することを目的とした。 
 　「会うこと」の権利性については，2つの裁判例から人格権の一つとして，また家族の高齢親への
面会については扶養義務の一つとして認められるとした。また，「会うこと」の権利は，高齢者虐待
防止法に定める面会制限の運用から，家族等による虐待が疑われる場合を除き，認められるとした。
しかしながら，この権利に対する“制限”の正当性については，「公共の福祉」にまつわる議論をよ
り精緻化する必要があること，それにともない，一律に「面会禁止」とするのではなく，どのような
場合に認められ，認められないのかを明確にすることが，法律上も実務上も求められる。 
